
 

  【提案・要望先】 文部科学省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

◆担当：教育委員会事務局 教務課長 東  孝彦（TEL:072-228-7436） 

教育委員会事務局 学務課長 大貫 正昭（TEL:072-228-7485） 

重点要望項目 

●障害のある児童生徒の自立と社会参加をめざす指導の充実のため、特別支援 
教育支援員に要する経費を実態に即した財政措置に見直すこと 

●就学指導専門員にかかる経費の継続的な財政措置を講じること 

●特別支援学校のスクールバスは、障害児の教育･学習参加のための基本条件の 

ひとつであることから、市立特別支援学校に対しても財政措置を講じること 

 

特別支援教育に係る経費の財政措置について 

【課題】 

○特別支援学校、特別支援学級に在籍する児童生徒の増加に伴う、支援体制と就
学指導体制の充実が課題である。 

○特別支援学校のスクールバスの経費については、都道府県のような財政措置が
なされていない。また、特別支援学校に在籍する児童生徒数の増加と障害の重
度化や多様化への対応、乗車の長時間化への対応などが課題である。 

・特別支援学校・特別支援学級の在籍児童生徒数の

増加による特別支援教育支援員の需要増 

・通常の学級に在籍する発達障害等のある児童生徒

へのきめ細かな支援 

学校を単位とした交付税措置（H25：小中学校 136校） 

 

就学相談件数の増加と相談内容の多様化 

 
特別支援学校在籍者数増による 

スクールバス等に関する経費の増加 

一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導と

必要な支援を行うための特別支援教育支援員に

要する経費について、 

学校規模や障害のある児童生徒の在籍数に

応じた財政措置を！ 

 

就学指導の体制整備充実について、 

就学指導専門員の恒常的な財政措置を！ 

市立特別支援学校のスクールバスに係る経費

について、 

市立特別支援学校にも財政措置を！ 

 

人 

１．特別支援教育対象児童生徒の増加 

3．特別支援学校のスクールバス等に関する経費の増加

の充実 

学校を単位とした交付税措置（H26：小中学校 136校） 
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2．就学相談の増加と就学指導の充実 
（年度） 
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